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本稿の主題は， 3つの部分にわけて述べるこ

とができる。第 1の部分では，公共サービスの

提供方式を可能ないくつかの型に分類した上

で，経済循環のなかに明確に位置づけることを

試みる。第2の部分の目的は，私的提供方式に

基礎をおいた，私的財と公共サービスを含む市

場均衡（擬市場均衡またはリンダール均衡1) と

よばれる）の問題を，一般的な方法で定式化す

ることである。そして第 3部分では，一定の資

1) リンダー）レ〔3〕，サミュエルソン〔5〕, 〔6〕，

〔7〕および〔8〕， ヨハンセン (2〕などを参照。

源賦与における直接的方法による便益配分の最

適化と，同じ基礎条件のもとでの擬市場均衡に

よる便益配分の最適化が同値であることが証明

される。

擬市場均衡またはリンダール均衡そのものの

考え方は，公共財の理論において周知のもので

あるが，本稿では，公共サービスを従来の公共

財概念が払拭しえなかった曖昧さをとり除いた

かたちで規定しなおすことによって， この均衡

システムを再構成しようとしている。この試み

の基礎をなしている公共サービスの概念とその

とり扱いについて簡単に述べよう。

公共財は，その消費にさいして外部性を不可

避的にともなうような財であると規定されるの

が通常である。その場合の外部性は，公共財の

消費行動について認められる 2つの性質，すな

わち非排除性と非競合性を指標として測られる

のである。このような外部性をともなう消費の

対象となるのは，つねに，ある種の一定規模を

もった施設の利用から発生するサービスであ

る。たとえば，個人最終消費の統計数字に含ま

れる運輸サービスは，鉄道などの輸送施設の操

業によって発生するサービスを実際の利用実績

としての人キロまたはトンキロで測り，それを

金額で表示したものとして考えられる。このよ

うな見方によれば，公共財は例外なく，必然的

に，有形な財貨でなくサービスのかたちをとら

ねばならないのであり， したがって本稿では一

貫して公共財のかわりに公共サービスという用

語がつかわれている。
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消費の外部性（消費の公共性という語も同義

にもちいる）は， 2つの相互に独立の指標であ

る非排除性と非競合性の度合の強弱にしたがっ

てきわめて多様に変化する可能性をもってい

る。消費の外部性は， 2つの指標の大きさにし

たがって順序づけられた， 1種のスペクトルを

形成するとみられる。仕意の公共サービスは，

こうして形成される外部性スペクトルの内部の

いずれかの個所に位置づけられるわけである。

そして現実の公共サービスは，それを生みだす

施設（公共施設）を消費者が外部性をともなう

かたちで利用することによって生産され，また

同時に消費されるのである。このように，公共

施設とその利用を意味する公共サービスを区別

する考え方は，これまでの公共財理論でほとん

どかえりみられることがなかった。つまり，公

共施設とその利用をあらわす公共サービスは，

ほとんどすべての公共財理論において分析上同

一視されてきたということができる。そしてこ

の同一視は，次に述べる 2つの点で公共財理論

の一般化を阻んでいると考えられる。

従来の公共財理論における第 1の難点は，公

共サービスを，通常の私的財とまったく同様に

技術的生産フ゜ロセスからの産出物としてとり扱

っていることである。しかしこれは，現実の公

共サービス生産（あるいは提供）のあり方を無

視する考え方につうじるものであるといわねば

ならない。たとえば上記の例で鉄道の軌道・車

両などの公共施設の生産は，一般の私的財とな

らんで広い意味での工学的技術にもとづいてな

されるために， これに生産関数の概念を適用す

ることは自然である。しかし，この公共施設と

それを利用してなされる輸送人キロあるいはト

ンキロの提供（つまり公共サービスの消費）と

の関係をあらわすのに技術的生産関数を想定す

第 49 巻第 4• 5• 6号

ることは，まったく不適当であるといわねばな

らない。

第2の難点とみられるのは，公共サービス消

費における外部性が，公共財需要理論のなかに

これまできわめて不完全なかたちでしか反映さ

れなかったことである。実際，非排除性と非競

合性がともに完全であるような消費，つまり純

粋公共財（われわれの用語では純粋公共サービ

ス）の消費だけが理論の対象とされてきてお

り，不完全な非排除性や混雑の影響を考慮に入

れた定式化はきわめて稀にしかみられない。公

共財理論にみられるこれらの問題点になんらか

の改善を加えることが今後検討されなければな

らないであろう。本稿の最大の問題意識もそこ

にあるということができる。

1. 公共サービスの私的提供と公共的提供

公共サービスの消費可能性

一定の規模をもつ特定の種類の公共施設を利

用してなされる公共サービスの消費は，多数の

個人による同時消費というかたちをとるため

に，その公共サービスの消費可能性はきわめて

伸縮的なものであることがわかる。ここでその

消費可能性がどのような領域として示される

か，という問題を形式的に説明してみよう。い

ま，一定の規模 X(>O)をもつ公共施設が存

在し，それが生み出す公共サービスを N人の

個人が消費するとしよう。個人 i(=l,2, …， N) 

が X を共同利用することで消費することので

きる公共サービスの最大可能数量を Ci(i=l,

…, N)で示す。 また，個人 iが単独で X を

利用する場合の公共サービスの最大可能消費量

を Ci(i=l,…， N) と書くことにする。いうま

でもなく Cピ:;;,(;iである。各個人 iについて

Ciに差がないと考えることによって， 以下で
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はこれを C(=C1=C2=…＝か）とあらわす。

X と C の関係を関数のかたちで一般的にあら

わせば，

x(C1, c2, •··, CN; X) = o (1) 

（純粋私的施設）であるときは， このサービス

の消費可能性関数は，

叫＝ー1 (i, j= 1, ・ ・ ・, N, i~j) 

という性質をもつ。このとき炉は，

(7) 

となるであろう。 この関数は，次の N 個の陰

関数を定めると考えられる。

C1 = cp1(C1, …, c1-1, Ci+¥ ... , CN; x). 

(O~C1, …, CN~C) 

(i=l, 2, …，N) (2) 

cp'は個人 iの消費可能性関数（曲線）とよん

でよい。釣二炉声…=炉が成立するとき，

各個人は同等 (identical)の消費可能性をもつ

ということにする。また，この公共サービスの

社会的消費可能性集合 Sを考えれば， それは

次のように定義される。

S = {(C1, ・・・, Cり ICi~例(Cl,…，c,-1, 

Ci+l, …, CN; X), i=l, 2, …，N}. 

(3) 

関数炉は次の性質をもつと仮定することは

Ci=C-(C汗・・・+ci-1+ci+1+... +cり，

(0~Ci~C) (i= 1, ... , N) (8) 

というかたちをとる。

(2) X が純粋公共サービスを生み出す施設

（純粋公共施設）であるときは，

例旱0 (i, j = 1, …, N, i =/= j) 

である。このとき消費可能性関数は，

Ci= c (i = 1, …， N) 

(9) 

(10) 

となる。図ー1は，公共サービスの消費可能性

関数（曲線）と消費可能性集合を， X を所与

とした上で， N=2の場合について示したもの

である匹 図には個人1と個人2の消費可能性

曲線がえがかれており，その交点はAである。

そして斜線をつけた領域 COCAが消費可能性

自然であろう。

(a) C = cpi(O, …，O; X) 

(i=l, 2, …, N) (4) 

(b) cptは N個の変数について偏微分可

能であり，

御 i
-1;;;::; <p戸記;;;::;0' 

(i, j = 1, 2, …, N, i~j) (5) 

c2 

-C 

また，
翁’
ax > 0 . (i= 1, ・・・, N) (6) 

ここで，公共サービスの消費可能性を 2

゜つの極端な場合ー一卦三排除性がまったくな

い場合と非排除性が完全な場合—にわけ

て示してみる。

(1) X が純粋私的サービスを生み出す施設
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消費可能性集合

A' 

C2=<p2(Cl; X) 

Cl 

図ー1 公共サービスの消費可能性

2) この種の図示法については，アトキンソン・ス
ティグリッツ〔1〕,p. 485を参照。
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集合をあらわしている。完全排除的公共サービ

ス（私的サービス）の場合は，これら 2曲線は

C汗 C2=Cをあらわす直線 CCに一致する。

それにたいして完全非排除的公共サービス（純

粋公共サービス）の場合は， この領域は正方

形： COCA'にまで拡大されるのである。

公共サービスの提供方式

公共サービすの需給分析をおこなうにあたっ

ては， これまで述べたその消費における外部性

とそれがもたらす需給上の特性を十分考慮に入

れることが必要である。それでは公共サービス

は，全体としての経済循環のなかでどのように

提供されることになると考えればよいか。以下

では，公共サービスを含めた財貨・サービスー

般について理論上どのような供給方式が考えら

れるかについて説明しよう。このような意味で

の提供方式を広くとらえるならば，基本的に 2

つの択ー的方針があることがわかる。それら

は， (a) 消費の公共性を消費行動のなかに体化

(embody) した提供方式と (b) 消費の公共

性を消費行動にとって所与とした提供方式であ

る。

(a)の考え方によれば，財貨・サービスの消費

における公共度そのものは，消費対象がもつ固

有の性質によって定まるのではなく，各消費者

の最適化行動のなかで内生的に決定される。っ

まり消費の公共性は，それ自体消費者需要モデ

ルの分析をつうじて解かれるべき未知数である

ということになる。この立場からの分析方法を

代表するものは， クラブ (clubs) の理論とよ

ばれる，公共サービスの提供方式の設定ならび

にその処理であろう 3)。 クラブ理論の考え方を

簡単に述べれば以下のようになる。公共性を消

3) クラブの経済理論の展開を最初に本格的に試み
たのはJ.M.ブキャナン〔9〕である。

第 49 巻第 4• 5• 6号

費者需要モデルの内部に変数として組み込むた

めには，公共施設ごとにクラブとよばれる架空

の共同利用集団を設定し，すべての公共サービ

スはその集団（クラブ）を通じて提供されると

考えることが必要である。クラブの機能は，通

常の意味での最終生産物としての財貨・サービ

スを集団的に管理し，消費の対象となる公共サ

ービスを排他的にクラブ成員にたいして提供す

ることであり，それは，すべての種類の公共サ

ービスについてそれぞれ複数個形成されること

が想定される。このグループ形成は，消費者の

合理的行動の一環としてなされるものであり，

その結果としてグループの成員数が1である場

合，その公共サービスは純粋私的財となり，ぁ

るいはその成員数がその社会の全人口に等しい

ならば，そのサービスは純粋公共サービスとな

るのである。

これにたいして(b)の考え方の特徴は，任意の

ある財貨・サービスがその消費において公共性

をともなうかどうか，そしてその公共性の度合

はどのようなものか，があらかじめ知られてい

るということである。この場合は，各財貨・サ

ービスの公共性がどの程度のものであるかが事

前にわかっているために， この知識にもとづい

てその財貨・サービスに適した提供方式を設定

すればよいことになる。ここでは上記の(a)の考

え方にもとづく提供方式にはこれ以上ふれるこ

となく， もっぱら(b)の観点から私的財と公共サ

ービスの提供方式を考察することにする。

われわれは，財貨・サービスの提供方式とし

て基本的に 2つのものを区別することができ

る。それらは，私的提供 (privateprovision) 

と公共的提供 (publicprovision)である凡

4) ここでは私的提供と公共的提供の 2方式への分
類を考えているが，実はそれらの折衷型ともいう

べき方式も可能である。これは，政府が存在しな
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私的提供方式とは，消費対象となる財貨・サー

ビスが，市場をつうじてそれを必要とする個人

にたいして直接に販売される方式をさしてい

る。この場合，各消費者は通常の効用最大化行

動をつうじて消費対象を購入することになる。

他方公共的提供の場合は，その財貨・サービス

はすべて政府にたいして販売されるというかた

ちをとる。つまり政府は，その物資なりサービ

スなりを消費者にかわって一括買い上げ，その

形式的消費者となる。その購入費は，当然種々

の可能な形態の租税で賄われることがあきらか

である。消費者は租税負担を負う代償として，

政府による代理消費から便益をえることにな

る。

私的提供と公共的提供

すべての財貨・サービスは私的財と公共サー

ビスに分類されることを前提しよう。ここで私

的財には，その消費が外部性をともなわないと

みられる私的サービス 5) が含まれるものとす

る。私的財は，さらに 2つの種類に大別できる

ことを仮定する。それらの 2つの種類を仮りに

第 1種私的財および第2種私的財と名づけるこ

とにする。第 1種私的財は，その消費が完全排

除性と完全競合性をもつというにとどまらず，

消費にさいして消費者の個性や嗜好がつよく

反映されるような財貨とサービスをさしてい

る。いいかえれば，それらは通常の意味での消

費対象としての私的財であるといってよい。こ

うして第1種私的財は，その性質上私的提供方

いという想定のもとで，各消費者が自発的に拠出

した合計額をもって公共サービスを購入するとい
う設定である。この場合にも公共サービスの提供
について 1種の均衡点（拠出均衡 subscription

equilibriumとよばれる）が存在することが示さ
れる（アトキンソン・スティグリッツ〔1〕, pp. 

505-507を参照）。

5) 専属の家庭教師，弁護士，家政婦などの提供す

るサービスがその例である。

式にしたがって供給される以外にないと考えら

れるものである。

これにたいして第 2種私的財の特徴は，その

消費が没個性的であり，各消費者の独自の嗜好

を反映しなくなっていることである。この種の

私的財は規格化されたものであり，社会の大多

数の個人によって無差別に均一量が購入される

という傾向をもっている。例えば，予防注射や

集団検診のサービス，集団給食，国民服などの

私的財がこの種類に含まれるであろう。この第

2種私的財は，私的な提供方式によって供給さ

れて差支えないものであるが，同時に公共的提

供にも適すとみられる。もし後者の方式が前者

の方式と比較して，より高い社会的厚生をもた

らすことが判明するならば，後者つまり公共的

提供方式が採用されることが望ましいといえよ

゜
、，6 {つ

次に，公共サービスも私的サービスの場合と

同様に， 2つの種類に分類できることを前提し

よう。それらを，第 1種公共サービス，第 2種

公共サービスとそれぞれ名づけることにする。

第 1種公共サービスとは，外部性をそなえたサ

ービスであるにもかかわらず，その一方でその

サービスの受益者を確定することが可能であ

り，かつ受益者のえる便益を量的に知ることが

できるという点で，私的サービスに類似した性

質をもつ公共サービスである。この種の公共サ

ービスを，私的提供方式か公共的提供方式かの

いずれか一方だけによって供給することは必ず

しも適切であるとはいえないであろう。もしそ

うであるならば，第 1種公共サービスについて

は，両者の方式を併用することの是非が検討さ

6) 2つの提供方式を社会的厚生という観点から評
価し，比較する試みについては，たとえばアトキ
ンソン・スティグリッツ〔1〕,pp. 502-505を参

照。
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れるべきである。

第 1種公共サービスに含まれるものの例とし

て教育サービスを考えてみよう。教育サービス

を，義務教育あるいはそれに準じる一般性をも

つ教育という側面からとり上げるならば，それ

は，社会全体が，不可欠なものとしてその重要

性を認めているサービスであると考えられる。

したがってこのような一般的教育サービスは，

経費を租税から賄うかたちで，つまり公共的方

式で提供する方が適切であるかもしれない。し

かし教育サービスの他の部分，つまり各個人が

その個性や能力に応じて選択するさまざまな専

門教育についてはどうであろうか。各消費者は

専門教育サービスを，その能力と意欲に合わせ

て選択的に購入すると考えるのが自然である。

つまり教育サービスのこの部分については，私

的提供方式が適しているかもしれない”。

最後に，第 2種公共サービスは，さきに純粋

公共サービスとよんだものにほぼ一致すると考

えられる。これは， もっとも高い外部性をとも

なうサービスであり，国防，裁判，一般行政な

どのサービスを含んでいる。この種のサービス

は，公共的提供方式によって供給される以外に

方法がないと考えられる。

私的提供と公共的提供の表示

私的財と公共サービスが，上述のようにそれ

ぞれ第 1種と第2種に分類され，それらのおの

おのにたいして適切と考えられる提供方式が対

応するとしよう。この前提のもとで，私的財と

公共サービスの提供を全体としての経済循環の

7) 両方式を併用することの有効性を検討すべきそ

の他の例として，警備・安全のサービスをあげる
ことができよう。つまり，一般的警備サービスは

警察によって公共的に提供されるが，それと同時
に各個人が，それぞれの事情に応じて民間警備会
社から特殊化された警備サービスを購入するとい

う可能性が認められる。

第 49 巻第 4• 5• 6号

なかで表示する問題をとり上げる。すべての財

貨・サービスの一期間における生産と消費をフ

ロー勘定システムをもちいてマトリックスのか

たちで示せば，表ー1のようになる。この表示

を導く上で設けられているいくつかの簡単化の

ための前提は次のとおりである。 (a)期首におい

て資源の一定量が賦与されており，生産活動で

必要となるその他の投入は，唯一の本源的要素

である労働だけである。 (b)生産物は，すべてが

最終消費の対象であり，賦与資源量は期首と期

末で不変に保たれるものとする。 (c)したがっ

て， この経済循環を表示するフロー勘定システ

ムは，生産勘定と消費勘定だけから構成されて

おり，蓄積勘定を含まない。 (d)私的財と公共サ

ービスをそれぞれ第1種と第2種に分類し，全

部で 4種の財貨・サービスが存在すると考え，

それらを集計された単一財として示す。消費者

はN人存在すると考えるが， とくに表ー 1で

は N=2とする。

表ー1にあらわれる記号は以下のように説明

される。

X1(i=l, 2, …，N) 消費者 iが購入する，私

的提供による第 1種私的財

x(=言xi)私的に提供される第1種私的財
Y 公共的に提供される第 2種私的財

Et (i=l, …，N) 消費者 iが購入する第 1種

公共サービスのうち私的に提供される部

分

尻第 1種公共サービスのうち公共的に提供

される部分
N E(=訊＋且） 第1種公共サービス（私
的あるいは公共的に提供される）

G 公共的に提供される第2種公共サービス

D(i=l, …，N) 消費者 iによる労働投入

Mi(i=l, …，N) 消費者 iが受取る所得
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表ー1 私的提供と公共的提供を含む勘定行列

I I 
1 
I 
2 I 3 I 

4 
I 
5 I 6 I 

7 
I 
8 

> 第 1種 l私的提供 I1 PxX1 PxX2 

第 2種 1公共的提供 I2 pyY 

公サ
第 1種 1忍共的麿砿 I3 PEE} PEE} PEEg 
I 
ビ
第2種 l公共的提供 I4 PcG 共ス

生 産 I 5 j PxX pyY I PEE p心 I I I 
消 費 者 1 I 6 

消 費 者 2 I 7 

政 府 I s I 

T1(i=l, …, N) 消費者 iによる租税の支払

し‘

Px X の価格

py yの価格

PE E の価格

Pa G の価格

〇 賃金率

2. 公共サービスを含む経済循環

公共サービスの私的提供と擬市場

これまでわれわれは，財貨・サービスの私的

提供方式と公共的提供方式が併用される経済循

環を考えてきた。ここで改めて注意を私的提供

に限定することとし，すべての最終生産物が私

的提供方式によってのみ供給されるようなシス

テムをとり上げる。したがって次節以下でなさ

れるはずの，資源配分の効率性についての考察

も，すべて私的提供方式の枠組のなかでなされ

ることになるのである。

どのような提供方式を採用するにせよ，われ

われがなによりも留意せねばならないことは，

公共サービスの需給分析に消費の外部性をどの

ようなかたちで導入するかということである。

公共サービスの需給分析においてとくに考慮さ

I 

mD+M1 

euL2+M2 

I I Tl r2 

れるべきなのは， (a)消費行動における非単独

性と， (b)生産ー消費フ゜ロセスの技術的非安定性

の2点である。これらの特性を次に説明し，そ

れらを経済循環のなかに表示することを考えね

ばならない。

(a)任意の公共サービスは，すべての消費者に

よって等量ずつ消費されると考えられる。こう

した共同消費（あるいは並行消費といってもよ

い）の結果として，消費者は 2つの影響をうけ

ることになる。それらの影響の 1つは，多数の

消費者による同時消費がひきおこす混雑が，各

消費者の効用を減少させることである。他の影

響は，各消費者が公共サービスを各自の負担に

おいて等量ずつ購入しなければならないことで

ある。この購入額は，全体として公共サービス

を生み出す公共施設の経費を賄うのに十分なも

のでなければならず，公共サービスには，消費

者ごとに異なる， 1種の擬似価格が付されるこ

とになる。つまり私的提供を前提するかぎり

公共サービスのための擬似的市場が想定される

必要が生じるのである。 こうして仮定される

市場は擬市場 (pseudo-market) と名づけら

れ， そこで課される消費者別価格は， 擬租税

価格 (pseudo-taxprices) または個人化価格
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表ー2 公共サービスの私的提供を含む勘定行列

I I 1 I…¥ n I n+1 […I m-t-n I p I 1 I .. ・I N ID 
1 I I I I I I I I PiXl I…I P1Xf I 

生私的財 I I I I I I I I I I I I 
産

n I I I I I I I I PnXii I…I pぶ I

公共施設・ n+1 I I I I I I I I p知Yii+lI…I P:+1心 I
勘
公 ,,, :I± .... l I I I I I I I l I I 

定
サービス

n+m I I I I I I I 応 YふmI・・・ P;f+mYぷ十mI 
喜術的生喜 Ip I Piふ十・・IP認nPn+1Xn+l十・・¥Pn+mXn+m I I I I I 

消
1 I I I I I I I I I I Iv 

費 消費者 i I I I I I I I I I I 
勘 NI I l I I I I I I I LN 
定
所得再分配 ID I I I l R1 I…I Rm IM I Tl l・・・l TN I 

(personalized prices) とよばれる”。

(b)公共サービスとそれを生み出す公共施設と

の関係は通常の生産関数のような技術的関係と

してとらえることはできない。つまり，私的財

と公共施設の変換をあらわす技術的生産プロセ

スと公共施設の利用をあらわす，公共サービス

の創出ー消費フ゜ロセスとは分離して示されるべ

きである。この後者の活動は，公共施設の規模

と消費者側のその公共サービスヘの需要の大き

さによって左右されると考えねばならない。

擬市場を含む経済循環

これらの問題点を考慮に入れることの可能

な，私的提供による経済循環は，表ー2の勘定

マトリックスに示されている。表ー2に示され

る循環構造の基礎になっている前提，ならびに

そこに含まれる 2, 3の勘定の内容についてふ

れておかねばならない。

表ー1の場合と同様，期首における賦与資源

の水準は，期末において不変に保たれるものと

する。したがって表ー2は蓄積勘定の記録を含

8) サミュエルソン〔8〕, p. 103参照。

まない。私的財は n個， 公共施設と公共サー

ビスは m 個存在するとされるが， ここでは私

的財を生産物だけに限定せず，本源的生産要素

（労働など）もこれに含めている。ただし産出

は正値，投入は負値をとるものとする。公共施

設とは，ここでは公共サービスを生み出すのに

必要な生産物（建物，設備，機械，原材料，中

間生産物としてのサービスなど）を一括した一

組の財貨・サービスである。たとえば鉄道輸送

サービスという公共サービスを提供するための

公共施設は，軌道，車両，その他の固定設備，

および操業上必要な労働と資材の投入の一定の

組合せとして示される。

表ー2の消費者勘定は，各消費者にたいして

生産フ゜ロセス（公共施設の利用を含めて）から

分配される課税前利潤（租税以外の移転による

受取りを含む） (L;)が， その消費者による私

的財と公共サービスの購入額から要素所得を控

除したもの（言Pふ＋言p~』い） と定額税
(lump-sum tax) (Tりの合計に等しいことを

示している。最後に，所得再分配勘定 (D)の
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役割について述べる。この勘定の収入側には，

公共施設・公共サービス勘定からの余剰 (R1,

R2, ・・・，Rふ 集計的生産活動 (P)からの余剰

(M), および各消費者が支払う定額税 (T1,T2, 

...'Tりが記され，それにたいして支出側には

各消費者の課税前所得 (L1,L2, ・・・，Lりが記録

される。この勘定の収入合計と支出合計が等し

いことは，直観的にあきらかであるが，理論的

にはそれは，他のすべての勘定が収支均等を保

つという事実から導びかれる。

表ー2に記される記号をここで説明しよう。

N 総人口

xj(i=l, …, N), (j=l, ・・・, n) 消費者 iによ

る私的財 jの消費量（購入量） (xj~0 

の場合） xj< 0の場合は生産要素の販

売量をあらわす

叫 =1,・・・， n)(=記） 私的財 jの生産
量 (xぶこ 0の場合）ふ<Oの場合は生

産要素の投入量をあらわす

Xn+/i=I, …， m) 公共施設 iの生産量

(xn+i~O) 

y年 (i=l,…， N), (j=l, …， m) 消費者iに

よる公共サービス j の消費量 (y~ザ ~O)

p;(i=I, •··, n+m) ふの価格

pい(i=l,…， N), (j=l, …，m) 心の価

格

R;(i=I, ・・・, m) 公共施設 iの利用から発生

する余剰

D(i=l, …, N) 消費者 iの受取る，利潤か

らの分配（消費者 iの所得）

M 集計的生産活動からの利濶の総額

Ti(i=l, ・・・, N) 消費者 iが支払う定額税

3. 便益配分のパレート最適性

技術的生産関数と効用関数

本源的生産要素を含めた私的財(Xi,X2, …，ふ）

と公共施設 (xか 1,Xn+2, …, Xn+m)との間の技術

的変換可能性は，関数 F(技術的生産関数とよ

ぶ）であらわすことができると考え， これを，

F(x1, ふ，…，ふ； Xn+I, …，Xn+m) = 0 

(11) 

と書くことにする。この関数の変数 X1(i=l,2, 

…, n+m) は， それが産出をあらわすときは

正，投入を示すときは負となるものとする。 x,

の変域をぶと書くことにすれば，ふが本源

的生産要素であるとき，兄は非正の実数に含

まれる。 しかし他のふの変域は非負の実数に

含まれている。 F はこれらの変数にかんして

その定義域で必要な回数だけ微分できること，

そして，

い悶>0 (i=l, 2, …, n+m) (12) 

であることが前提される。 さらに Fは， これ

らの変数にかんして凸関数であるとする。 Fの

あらわす生産可能性集合を 0, その有効フロ

ンティアを Oe(cO)と書けば，

0 = {(X1, X2, …, Xn+m) I F(x1, X2, …，ふ；

Xn+l, …， Xn+m) ;;;;; 0, X; E X;, 

i = l, 2, .. • , n + m) 

Oe = {(ふ，X2,• •• , Xn+m) IF(ふ，ふ，…，ふ；

Xn+l, •••, Xn+m) = 0, 

X; EX;, i = I, 2, ... , n+m} 

である。 (12)とFの凸性から， 0がRn+m(n+

m 次元ユークリッド空間）の凸集合となり，

Oeはその境界であることがわかる。

次に， 消費者 i(i=l, ... , N)の効用関数を

どのように書きあらわすべきかについて考えよ
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う。消費者の効用は，まずかれが消費する財貨

・サービスの数量の関数であると考えられる。

この場合それらは，私的財の消費量 (xtxt…, 

xりと公共サービスの消費量 (Y~+i, Y~+2, …， 

yい）から成立している。ところで公共サービ

スの消費は，すでに詳細に述べたように非排除

性と非競合性によって示される外部性（公共

性）を免がれることができない。外部性の 1つ

の要因である非競合性を，各公共サービスにつ

いて定義される混雑性指標のかたちで効用関数

の変数に含めることを試みよう。この混雑性指

標を (g炉， g!+2,…， gふm)であらわすならば，

消費者 iの効用関数がを，

u'=が(x[,xt…，ヰ； y年，Y畑…，

Y~+m; g~+l, gい，…，gい）

(i=l, 2, ... , N) (13) 

と書くことができる。ただし，混雑指標g如の

定義は後述する。

効用関数がは， その定義域において，必要

な回数微分可能な凹関数であることが前提され

る。また， 1階導関数の符号については，

珈'
u~ 戸一
詞
> 0 (i = 1, 2, ... , N) , 

u; au; 
ツn+1．三三 筍炉

珈 i
u~n+J 苧

ogn+J 

(j = 1, 2, , .. , n) (14) 

> 0 (i = 1, 2, …, N), 

(j= 1, 2, …, m) (15) 

く0 (i = 1, 2, …, N), 

(j= 1, 2, …，m) (16) 

が成り立つものとする。

次に， 効用関数がの変数がしたがうべき条

件について説明しよう。まず， x1については，

ふ＝言x} (j=l, 2, ... , n) (17) 

第 49 巻第 4• 5• 6号

となる。これにたいして消費者 iが消費する公

共サービス Y~+1 は， その公共サービスを生む

べき公共施設 Xn+Jの規模によって制約をうけ

るはずである。前述の鉄道輸送サービスの例で

みれば，輸送可能なトンキロ数あるいは人キロ

数は，輸送のための施設量（およびその操業に

必要な投入量）が与えられるならば，ある有限

な値の範囲内のものとして定まるであろう。い

ま， この限界値（公共サービス Y~+1 の最大供

給量）を Vn+;とすれば，それは， Xn+iの関数

である。つまり，

Vn+;= Vn+;(Xn+;) (j = 1, 2, …，m) 

(18) 

と書くことができる。ここで Vn+1~ま， Xn+iの

狭義単調増加な凹関数であるとしてよい。そし

て消費者 iの消費量 yいは， 当然この限度を

こえることはないので，

0~Y~+l~Vn+i = Vn+;(Xn+;) 

(j = 1, 2, •··, m) (19) 

となる 9)。

最後に， 混雑性指標 g!ザはどう定義するの

が妥当かを考えよう。ここではこれを，

gわ＝ Y~+1+Y!+1+ … +yわ
Vn+; 

(20) 

で示すことにする。ただし差し当り Vn+i>Oで

あると考える。 (19)から，

〇 ~g炉 ~N

となる。

パレート最適な便益配分

(21) 

以上述べた生産関数上の制約のもとで最適な

便益配分を達成しようとすれば，どのような方

9) この条件は，公共サービスを公共施設と同一視
した通常の問題設定がなされる場合は， X如パ三
Xn+Jと書かれる（オークランド〔4〕， pp.341-2 
を参照）。
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法で資源の利用と生産物の提供がおこなわれる

べきか，という問題をとり上げよう。当面は，

私的あるいは公共的な財貨・サービスの提供方

式， すなわちなんらかの市場（擬市場を含め

て）をつうじての便益配分を考慮の外におくこ

とにする。これは，その社会の各消費者にたい

して消費水準を匝接に割り当てるという方法で

パレート最適な状態をえようとすることにほか

ならない。この方法によるときは，各主体は市

場において分権的行動をとることを認められ

ず，効用あるいは便益が，なんらかの集権的手

段によって直接に最適な仕方で各人に割り当て

られるのである。

この問題を定式化する準備として効用可能性

集合を定義しよう。そのさい分析の便宜上問題

の一般性を失うことなく， 私的財 xJ(j=l,2, 

…, n) のなかで第1番目の財だけが本源的生

産要素 (x{~O) であり，他の対(j=2, ... , n) 

はすべて私的生産物 (xj~O) であるとしよう。

効用可能性集合を U であらわすならば，

U = {(u1, u2, …砂）lui =が(xf,x~... , x~; 

i i i Yn+l, • • ・, Yn+m; gn+l, • • • , gい），

Yt+J~Vn+lXn+J) , 言Xk= X,e, 
Xi~Q, (xt…, x~)~0, 

(yい，…， yふm)~0, (Xi, •••, Xn+m) 

EO,g炉＝（言ん）/Vn+lXn+J), 
i = 1,2, …, N, j= 1,2…, m, 

k = 1, 2, ・・・, n} (22) 

と書くことができる。 Uは，いうまでもなく N

次元ユークリッド空間における部分集合であ

る。この最適便益配分問題（問題〔A〕とよぶ

ことにする）を定式化すれば次のようになる。

問題〔A〕「効用可能性集合 Uに属する任意

の1点か＝（が，が，…，か）にたいして，

Maximize u1 = が(Xi,… ，Xii; Yii+i, ・・・ ， 

心；（かい）/Vn+1(Xn+1), 
i=l 
N 

...'(因Yい）/(い(Xn+m))
subject to: 

が(xf,・・・ ， x~; Yい， … ，yい；

（かい）/Vn+l (x店 1),…， 
1=1 

(iJ心）/Vn+, 几（い））ーが ~o
i=l 

(i = 2, 3, …， N) 

-F(凸Xi,…，幻；
[i=l i=l 

Xn+l, …， Xn+m) 

~o 
Vn+lXn+;)-y~ サ ~0 (i=l, …， N), 

(j=l, …，m), 

-xf~0 (i=l, ... , N) 

x; ~0 (i=1, ... , N), (j=l, …, n) 

Xn+i~0 (j= 1, …， m) 

y~ 十1~0 (i=I,, .. ,N), 

(j=l, ... , m)」

すでに述べた前提を利用すれば， （一F),

(Vn+; ―yい） (j=l, …，m) がこの最大問題の

変数について凹性をもつことが示される。しか

し， (ui-が） (i=2, …, N)が問題 [A〕の変

数について凹性をもつかどうかはあきらかでな

ぃ。もし，（が一糾）が， この問題の変数にかん

して凹であることが前提されるならば， この非

線形計画問題の解が満すべき必要十分条件を，

ある制約想定のもとで書き下すことができる。

パレート最適性条件

ここでこの最適配分問題における公共サービ

スの性格にかんして強い制約を課すことを考え

る。それは，以下に述べる純粋公共サービスの

仮定である。これまでわれわれは，公共サービ

スを一般的な外部性をともなう消費の対象とし

て考えてきた。それにたいして，すべての公共
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サービスが最大限の外部性をそなえた消費，す

なわち純粋公共消費の対象である場合を仮定し

よう。この仮定のもとでは， (a)公共サービスは

すべての消費者によって等しい数量だけ購入さ

れ，かつ(b)それは，その提供の基礎になる公共

施設の能力の限度まで供給されることになる。

(a)と(b)の条件は，いうまでもなく純粋公共サー

ビスの消費における完全非排除性と完全非競合

性をあらわすのであるが， このモデルではそれ

らはどのように表現されるであろうか。

(a)の条件は，

Y!z+1 = Y!+1 =… =yふ1= Yn+1 

(j = 1, ・・・, m) (23) 

と書かれる。 ここで Yn+iは，第 j純粋公共サ

ービスの，各消費者にとって等しい消費量をあ

らわす。 (b)の条件は，

yい=Vn+/Xn+J) (i = 1, …，N)' 

(j = 1, •··, m) (24) 

と書くことができる。 (23) と(24)から，

yい=Yn+J = Vn+lXn+;) (j = 1, ... , m) 

であるから， (20) によって，

gい=N

が成立する。これらの前提から， (13) の効用

関数はあらためて，

u; = が(xf,・・・ ， x~; Yn+l, … ，Yn+m; 
N, …，N) (25) 

• y , 

m個

と書かれることになる。

このような仮定のもとでは，問題〔A〕の効

用関数は (25)で置き換えられ， その制約式の

うち Vn+j ―yい ~o は， Vn+i-Yn+i = 0とな

る。さらに問題〔A〕の目的関数佑の狭義単

調性と制約条件に含まれる関数が(i=2,・・・, N) 

とFの連続性を考慮に入れるならば，制約式：

第 49 巻第 4• 5• 6号

がーが2;;0, -F  2;; 0は，等号で示すことができ

ることがわかる。これらの点に注意すれば，問

題〔A〕は，次の問題〔Aりのかたちに書きな

おすことができる。ただし，効用関数をあらわ

す記号がはそのままもちいることにする。

問題〔A勺 「効用可能性集合 U に属する任

意の 1点 u=(砂が，…，か）にたいして，

．． 
Max1m1ze u1 = が(x},・・・ ，＃； 

Yn+l, …，Yn+m) 

subject to: 

が(xI,…, x~; Yn+I, …，Yn+m)ーが =0

(i=2, 3, …，N) 

F( N 因xt,…，言 X~; Xn+I, …， Xn+m) = 0 

Vn+lXn+;)-Yn+i = 0 (j=l, "', m) 

-xに~0,x; ~0 (i = 1, …，N), 

(j = 2, ... , n) 

Xn+i~0, Yn+f~0 (j = 1, ... , m)」

いまこの問題の解が制約条件を満す領域の内点

においてえられることを仮定すれば，解が満足

すべき 1階の条件は，

入1u}+μF1= 0 (i=l, …, N), 

(j = 1, ... , n) 

N 

μFn+;+ V~+i L以;U~+i = 0 
i=l 

(j = 1, •··, m) 

(26) 

のようになる。ここで入;(i=l,…，N), μ はラ

グランジュ乗数である（ただし，ふ=1とする）。

変数 Yn+lj=1, ・・・, m)は消去されており， F 

とがの下方添字は偏導関数をあらわしている。

また v~ 十i圭 dVn+Jdxn+j(>Oを仮定する）。
(26)に含まれる式に制約式を加えれば (n+l)N

+m個となり， これは， ラグランジュ乗数を

含む変数の数と一致していることがわかる。

(26)からえられる解がパレート最適点をあら
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わすことは，次のようにしてたしかめられる。

がの最大値をかであらわせば，ラグランジュ

乗数の特性から，

3が
詞＝一A;<0 (i = 2, …，N) 

となる（ただしふ=1であるから， (26)から

ん>O,μ<Oである）。これは，パレート最適

性の定義そのものを示している。 (26)から，

I F N u'. n+, n+i =~ 
V'F1 i=l Ui 

. (j = 1, ... , m) 
n+i 

(27) 

という関係がえられる。 これは， よく知られ

た，公共財需要におけるサミュエルソンの条件

に相当するものである 10)。

社会的厚生の最大化

(26) によって決定されるパレート最適点は，

実は， N-1個のパラメーター：似恥…，釦

の値に依存して定まるのであり，その意味でこ

れらのパラメーターの関数であると解釈され

る。これらのパラメーターの値が効用可能性集

合 U 上を動くとき， (26) によって定まる点

（が，が，…，か）の集合は， この便益配分問題に

おけるパレート最適フロンティアを形成する。

このパレート最適フロンティア上で社会的厚生

を最大ならしめる点を求めることを考えよう。

社会的厚生を少で示し， これをすべての消費

者の効用がの関数として表現すれば，

,fr = ,fr(u1, u2, …， Uり， (Ul.…，か） EU  

(28) 

のように書くことができる。少は， N 個の変

数の微分可能な凹関数であると仮定する。ま

た，

10) V幻 =1であるとすれば， つまりすべての公
共施設をそのまま公共サービスとみなしてよけれ
ば， (27)はサミュエルソンの条件そのものであ

る。

忙喜斎>0 (i = 1, ・ ・ ・, N) (29) 

であるとしよう。

社会的厚生を最大ならしめるための 1階の条

件は，

的的 OU1 0,Y 
祠＝玩祠＋祠

＝れ(-Ai)+化=0 (i=2, …，N) 

(30) 

ここで， A;はすでに (26)で使われているラグ

ランジュ乗数である。 (26)の前半の関係から，

μFj 
． 
uj 
,Y1十化 =0

であり， u} = -μFjに注意すれば，

少叫一,Y1Uj= 0 (i=2, …，N), 

(j= 1, •··, n) (31) 

である。 j=lとすれば (31)は，

,Y;Ufー免Ui= 0 (i = 2, …，N) (32) 

となるが，逆に， (32)が成立すれば (31)が成

り立つことがわかる。 これは， (32) に FjF1

を乗じ， (26) の前半の関係に注意することに

よってたしかめられる。

以上のことからパレート最適性条件と最大社

会的厚生の条件をまとめて示せば， それぞれ

(33) と(34)のようになる。 (33)は， (26)か

らラグランジュ乗数を消去し， 制約式を加え

たものである。 これからわかるように (33)と

(34)は，いわば 2重の条件を構成しているが，

著しい特徴として注目されるのは， (33) と

(34) がそれぞれ自己充足的な連立方程式とな

っていることである'11)0 

11) (33)の方程式と未知数の数は，それぞれ nN+
m個であり.(34)のそれらは，それぞれ (n+1)N
十m--1個である。
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¼=岱 (i = 1, …，N) , (j = 2, ... , n) (a) 

1 Fn+J N U~+J 
V~+1 F1 

=~ 
i一1 u1 
. (j= 1, …，m) (b) 

(33) 

が(xf,…, x~; Vn+1(Xn+1), …， Vn+m(Xn+m)ーが=0 (i = 2, …, N) (c) 

N 

F(蓋対，…，言X!;Xn+I, …，い） = O (d) 

(34) 

少閲ー少叫=0 (i = 2, …，N). (e) 

私的財が存在せず，すべての財貨・サービス

が公共サービスに含まれるような特殊な場合，

つまり n=Oである場合12) は， 以上の説明は

どのような変更をうけるであろうか。このとき

は， (33), (34)のようなかたちの最適条件を

述べることができない。結論を述べれば， 2つ

の場合が区別されることになる。それらは，

m~N の場合と m<N の場合である。前者

においてはパレート最適条件からラグランジュ

乗数 A1,μ を消去することができるが，後者に

おいてはそれが不可能である。しかし最大社会

的厚生の条件は，ラグランジュ乗数を含まない

かたちで，

N 

V~+1 2J 1i幻U~+Ji=l Fn+j 
N = -(j=2, …, m) 

Fn+l V~+l 2J ,fr叫+1
=ヽl

がーが=0 (i = 2, ・・ ・, N) 

F=O 

(35) 

と書くことができる。 (35)は， m+N-I個の

式と変数を含んでいるという意味で自己充足的

である。

4. 擬市場均衡とその性質

利潤と効用の最大化

私的財と公共サービスの市場均衡をとり扱う

12) この場合は，本源的生産要素すらもが公共サー
ビスに含まれることになる。

準備として，主体の分権的行動としての利潤最

大化と効用最大化の条件を導びかねばならな

い。ここで想定されている経済循環機構は，表

-2  (78ページ）に表示されているものである

ことはいうまでもない。したがって利潤最大化

においては，統合された生産技術が，また消費

者による効用最大化においては各人の収支均等

が，それぞれ制約条件になる。直接的便益配分

問題（〔A〕または〔A勺）の説明におけると同

様に，目的関数の単調性と内点解（実行可能領

域での）の仮定などを考慮することによって，

ここでの問題と解の条件を簡単なかたちで示す

ことにする。利潤最大化問題（問題〔B〕 と

いう）と効用最大化問題（問題〔C〕という）

は，それぞれ次のように示される。

問題〔B〕

n+m 
「Maximize M =~pふ

かal

subject to: 

F(xi, …，ふ； Xn+l, •••, Xn+m) = 0」

問題〔C〕

「Maximize 「Ui=が(xf,•··, x!; 

Yn+l, …， Yn+m) 

subject to: 

””‘  2]p凶+2JP~+1Yn+1+T'= Li 
J=l J=l 

(i = I, …, N)」

問題〔B〕と問題〔C〕にたいする 1階の条
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件は， それぞれラグランジュ乗数 a,0; をも

ちいて

p叶 aF;= 0 (i = 1, …, n+m) (36) 

uH和pj= 0 (i = 1, …， N)' 

(j = 1, ... , n) (a) 

uj+叶 SiPt+1= 0 (i = 1, …， N), 

(j=l, …, m) (b) 

と書くことができる。 (36) と (37)は， 制約

式と組み合わせて均衡条件というかたちで示せ

ば，それぞれ，

(37) 

P1 F1 

Pi Fi 
(i = 2, …, n+m) 

F = 0 (b) 

および

Pi 
I 
U; 

- = - (i = 1, ・・・, N), 
Pi 

i 
Ui 

(a) 
1 (38) 

(j = 2, ... ・, n) (a) 

i ・

Pn+J u炉
P1 

i 
U1 
(i=l, …, N), (39) 

(j=l, …， m) (b) 

””  2Jp凶+2JP~+;Yn+j+T; = L1 
j=l j=l 

(i=, l••·, N) (c) 

と書かれる。ある数学的条件が満されるなら

ば， (38)から n+m個の価格をパラメーター

とする， 私的財と公共施設： X1, …，ふ； Xn+1' 

... , Xn+mの供給関数がえられる。また同様にし

て (39)からは，消費者 iによる私的財と公共

サービス： xI, …, x~; Yn+l, ...'Yn+mの需要が，

価格パラメーター： P1, …，Pn; P~+l, …，p仏”と

所得 Li, 租税 Tiの関数として導びかれるこ

とがわかる。

次にわれわれは，私的財，公共施設および公

共サービスをすべて含む市場均衡の考察へとす

すまねばならない。しかし一見してあきらかな

ように， (38) と(39)は需要関数と供給関数の

かたちに書き改めてみるまでもなく，決定され

るべき変数の数は関係式の数をはるかに超えて

いる。公共サービスを含む擬市場均衡システム

が完成されるためには，表ー2に含まれている

さらにいくつかの定義式と関数関係が導入され

ることが必要となる。

公共サービスを含む擬市場均衡システム

表ー2に含まれる定義的関係とそれ以外にあ

たらしく設定される関係を遂次とり上げてみよ

う。まず，

N 

ふ＝盈x; (j= 1, …，N) (40) 

と

Yn+i = Vn+lXn+i) (j = 1, …， m) (41) 

を確認することができる。次に，公共施設の利

用から生じる余剰 Ri(i=l, ... , m)の大きさ

は，外生的に，ある水準のものとして与えられ

ると考えることにする。公共施設と公共サービ

スにかんする収支均等は，

N 

Pn+ぷn+j= (国左）Yn+j+R, 
(j = 1, • .. , m) (42) 

となる。また，生産活動からの利潤総額M は，

n+m 
M=翫 X;

か=1

であり， これに公共サービスの提供からの余

”’ 剰を加えた額（これを Lで示す）： M+~R; 
i=l 

(=L)が， N 人の消費者にたいして分配され

ると考えられる。つまり，各消費者が利潤と公

共サービス余剰の総額から受取る分配分E は，

この総額Lの既知の関数としてあらわされる。

この関数は分配関数ともよぶべきものである

が，それは，
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Lt=じ(L)= v(窟Pふ＋言凡）
(i = 1, …, N) (43) 

と書くことができる。ただしこの分配関数は，

次の性質を保つものであることが前提される。

つまり， 言V=Lとなることである。

(38), (39)に (40)から (43)までの式を付

け加えてみれば，関係式の数は全部で (n+m)N

+2n+3m+N である。一方これらの関係式

には，ふ， xj,凡がそれぞれ m+n,nN, m だけ

含まれており， また P;と pjがそれぞれ m+

n, mNだけ含まれるために，これに N 個のLi

を加えてみれば，変数の総数は関係式の数に一

致している。この場合， Rlj=l,…， m)と y;

(i=l, …， N)が外生的に与えられるパラメー

ターである。

ここで確認されるべきなのは，上記の関係式

は，表ー2のすべての勘定の収支均等を保証し

ているということである。つまり表ー2の最後

の勘定である所得再分配勘定 (D)の収支均等

は，他のすべての勘定の収支均等から自動的に

導びかれ，

訊 N

LJR;+M十 LJTi=: 虹
i=l i=l i=l 

(44) 

が成立するのである。 さきに述べた分配関数

(43)の性質を考慮すれば， (44)から，

土Ti=0 
i=l 

となることがわかる。これは，消費者の負担す

る定額税 Ti(i=l, ・・・, N)がしたがうべき制約

条件であり，ある消費者について Ti>Oであ

れば定額税であり， Ti<Oのときは定額補助

金（マイナスの定額税）をあらわすものと解釈

されるのである。

第 49 巻第 4• 5• 6号

パレート最適な便益配分と擬市場均衡の同値

性

これまでに説明した，公共サービスを含む 2

つの最適配分システムの 1つは，パレート最適

な便益配分、ンステム (33)であり， 他は擬市場

均衡システムであった。後者は， (38), (39), 

(40), (41), (42), およそ (43)によって表現

されている。前者すなわち利用可能な便益の直

接的なパレート最適配分システムを簡単に「シ

ステムA」とよぶことにする。これにたいして

後者，すなわち公共サービスについて擬制され

た租税価格のもとでの市場均衡システムを「シ

ステムB」と名付ける。

本稿の主要な主題の 1つは， システムAとシ

ステムBの同値性を示すことである。この目的

のために両システムの同値性を命題〔1〕と命

題〔Il〕のかたちで次に規定することにする。

命題〔 I〕 「ある資源賦与をもつ， N人の

消費者からなる社会において，集計的生産技術

(F) と各消費者の効用関数 (uりが与えられた

場合， システムAとシステムBは同一の効用可

能性集合をもつ。」

命題〔Il〕 「社会的厚生関数 (28)が与えら

れるとき，効用可能性集合に含まれる，最大の

社会的厚生を与える点は両システムにおいて等

しい。」

命題〔 I〕 は以下のように証明される。ま

ず， システムBの効用可能性集合が， システム

Aの効用可能性集合に含まれることを示す。そ

のためには言Ti=0 なる条件を満す任意の

パラメーター Ti(i=l, …, N)に対応するシス

テムBの解が， システムAの解でもあることを

いえばよい。まず (38)(a)と(39)(a)から (33)(a) 

が成立することがわかる。 (33)(d)は (38)(b)に

(40)を代入したものである。 (42)を Xn+;で
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微分すれば， (41)に注意して，

Pn+j = (言pい）見 (j=1, …，m) 

であるが， これに (39)(b)を代入してふたたび

(38) (a)に注意すれば， (33)(b)が導びかれる。

最後にシステムBの解をもちいてシステムAの

パラメーターである (33)(c)のかの値が計算

される。

逆に， システムAの効用可能性集合がシステ

ムBのそれに含まれることは次のように示され

る。まず，パラメーターai(i=2, …，N)によっ

て定まる (33)の関係式をもちいて，価格比：

(pj/P1) = (Fj/ F1) (j=2, …， n+m), (pいIP1)=

(uい/uD(i=l, …, N), (j=l, …， m)を定める

ことができる。そこで， (33)(a)から (39)(a)の

成立はあきらかである。次に (40), (41)によ

って， ふと Yn+iを定義すれば， (38) (b)の関

係がたしかめられる。次に， (42)をかで割

り，凡を

瓦=¾=詈•Xn+i ―言（誓） Yn+1 
(j = 1, ・・・, m) 

のように定義すれば， この値がすでに右辺によ

って決定されていることがわかる。そこで，所

与の R1Iこたいして P1(=R1/瓦）が計算され，

さらにすでに知られている価格比をもちいて，

すべての Pn+1(j=l, …， m) とpい(i=l,…, 

N), (j=l, …，m) が決定される。こうして

(42)の成立が知られる。また， (43) から

Li (i=l, …， N)が求められ， (39)(c)によって
N 

Ti (i=l, ・・・, N)が定まる。なお， L=LJL;= 
i=l 

n+m m 

LJpふ＋こ：R1 が成立すること （分配関数に
i=l i=l 

N 

ついて前提された性質） に注意すれば， LJTi 
i=l 

=0が導びかれる。これで命題〔 I〕の証明の

後半が終ったことになる。

システムBにおける効用可能性集合上で社会

的厚生を最大ならしめる問題は， 「Maximize
N 

y=y(u1, が， ・・・ ， Uり， subject to: 2J Ti=Q」
i=l 

と書くことができる。この問題の解についての

1階の条件を， ラグランジュ乗数をもちいて書

けば，

幻竺i=l'aTj +r = o (j = 1, …， N) 
(45) 

となる。ところで消費者による効用最大化の問

題（問題〔C〕）におけるラグランジュ乗数 [di

の性質から，

昇＝疇 (i,j = I, …，N) (46) 

が成り立つ。ここで心はクロネッカーの 8で

ある。さらに (37)(a)から 0;=-(u}!pj) (j= 1, 

...'n) となることを考慮すれば， (45), 46) 

から，

かu}=かUJ=…＝祐NUグ

(j = 1, •··, n) (47) 

という関係が導びかれる。 (47)から，

免uf一汐叫=0 (i = 2, ・ ・ ・, N) (48) 

がわかるが， さきに注意したように (83ペー

ジ） (47) と(48)は，実は同値である。こうし

(34) (e)が導びかれ，命題〔II〕が証明された

ことになる。

むすび

直接的な便益配分におけるパレート最適性と

社会的厚生の最大化が，擬市場をつうじての均

衡というかたちでもまた達成される，という命

題が，以上の考察によってかなり一般性のある

モデルをもちいて証明された。この擬市場均衡
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問題全体をつうじて本稿で未検討のままに残さ

れた事項がいくつかあるが，そのうちもっとも

重要とおもわれるのは，公共サービスの提供方

式を私的提供に限定じているという点である。

公共的提供方式，あるいは私的提供と公共的提

供の併用方式を採用する場合は，分析の結果は

かなり異なるものになるであろう。最後に，本

稿の説明への補足として 3点をとり上げてお

く。

(1) 本稿では生産関数と効用関数について

F; > 0, u} > 0 を前提したために，価格はすべ
て正値をとることとなった。しかしここでのモ

デルをはなれていえば， 擬租税価格 P1は，ゼ

ロまたは負になりうると考える方がより適切で

ある。もし，消費者 iが，ある純粋公共サービ

ス Yn+iにたいしてマイナスの選好をもつとす

れば，それにもかかわらずその個人に他のすべ

ての消費者と同量の Yn+iを購入させるために

は， P~+;<O となることが必要であろう。 この

場合 P~+; は， マイナスの擬租税価格すなわち

擬補助金価格であると解釈される 13)。

(2) 本稿における公共サービス・モデルの要

点の 1つは，公共施設からの公共サービスの発

生を独立のプロセスとしてとり扱ったことであ

る。しかしこの独立のプロセスが，技術的生産

活動と比較してどのような特徴をもつものであ

るか，が不明確なまま議論がすすめられた。こ

の不明確さは，この勘定のバランス項目である

Rj (余剰）を外生的パラメーターと考えたこと

に端的にあらわれている。 この Rlj=l,…, 

m)の解釈ととり扱いについては， 2つの択一

的方法が考えられるであろう。その 1つは，

凡を制度的， あるいは政策的パラメーターと

13) サミュエルソン〔8〕,p. 104, footnote 1参

照。

第 49 巻第 4• 5• 6号

して考え，それを外生的に決定しようとするこ

とである。他の方法は，凡を，技術的生産関

数や効用関数に含まれる変数の，なんらかの関

数であるとみることによって，これをモデルの

内生変数に転化させることの妥当性を検討する

ことである。なお，本稿において Vn+lx叫 j)==

Xn+i, Ri=O (j=l, …， m) とすれば， 通常の公

共財モデルの設定に一致することになる。

(3) 本稿の説明では，擬市場均衡を決定する
N 

N-1個のパラメーター Tiは， L]Ti = 0 を
i=l 

満さねばならない。これは，私的提供方式を採

用する以上除くことができない制約である。も

し，公共的提供を前提するならば， P~+;= …＝
N m 

pわ=Pn+iとなり，制約条件は I]Ti= I] Pn+i 
かsl J=l 

Yn+iとなる。 しかもこの場合も本稿の結果は

大きな変更をうけないであろう。
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